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国道事務所における

知識の共有と利活用の方法論に関する―考察

国土技術政策総合研究所 ○高橋 裕輔*1、上坂 克巳*1、奥谷 正*2

by Yusuke TAKAHASHI, Katsumi UESAKA, Tadashi OKUTANI

現代社 会 にお ける新 た な行 政課題 の 出現や 国民の価値 観 の多様化 を受 け、行政 は これ ま

で以上 に多様 で幅広 い知識 を吸収 し、行 政 が提供 す るサー ビス の改善や住 民等 と行政 との

良好 な関係 の構 築 に活 用 してい く必要 があ る。 国土 交通省 の国道事務 所 では知識 の共有 の

不足 に起 因す る と考 え られ る課題 が生 じてい るが、 その原 因 としては、 これ までの取 り組

みが情報 ツール に依 存 しす ぎて いた こ と、業務 プ ロセス を最 適化 す る方 法論 を確 立 で きて

い ない こ と、 さ らには こ うした方法論 に基づ く業務 の再構築 が で きてい ない ことが考 え ら

れ る。 このた め著者 らは 、 よ りよい行政 サー ビス を提 供す るた めの業務 プ ロセ スの構 築 を

目指 し、組織 的 に知識 を共 有 し利 活用す るための方 法論 の開発 に取 り組 んで きた。方 法論

の仮説 は1)目 標(ゴ ー ル)、2)推 進体制 、3)人 材 の学習 と育成 、4)知 識 、共有 の場、か ら構成

され る。 本研 究 で は 、 この 方 法 論 の 仮 説 を国 道 事 務 所 の業 務 改 善 に試 験 的 に適 用 す る

こ と に よ り、 そ の有 効 性 を実 証 した。 さ らに 、 これ らの 実 践 的 な 取 り組 み を通 じて 、

本研究 で提示 した方法論 の仮説 が内包す る課題 につ いて考察 を加 えた。

【キー ワー ド】戦略、意思決定、組織 、行政、ナ レッジマネ ジメン ト、業務改善

1.は じめに

(1)研 究の背景

現代 の 日本社 会は、人 口減少や高齢社会の到来、

環境への関心の高ま り、 ノウハ ウや技能 を含む知識

が労働者や企業 の競争力の源 となる知識社会への発

展、それに伴 う都市構造の変化 な ど、様 々な変化 に

直面 している。1),2),3)ま た、国土交通行政 の主要

な役割である国づ くり、地域づ くりにおいては、政

策決 定プ ロセスの透明性の向上や多様な主体の参加

等が強 く求め られてお り、幅広い国民の知識 を行政

が十分 に取 り込み、政策立案や執行 に利活用 してい

くことが期待 されている。4),5)こ れ らの社会環境

の変化 に対応 し、行政は迅速かつ柔軟な業務改善に

自律的に取 り組む必要がある。

しか しなが ら国道事務所の現状を鑑みると、 目に

見える形で問題が生 じない限 り現状維持志 向が強 く、

多 くの知識 が属人的あるいは組織 タテ割 りで保有 さ

れ ている。そ して例 えば、類似 の苦情 を毎年繰返 し

受 ける、同一の国道事務所内であっても担 当者 によ

り住民に対す る説明の内容が異なる、人事異動によ

り重要な知識 の引 き継 ぎが途絶 えて しま う等の、こ

れ までに蓄積 して きた知識 を組織の意思決定に十分

に活用できていない とい う課題 が生 じている。

これ らの課題 の背景 にある共通 の原因 として、組

織横断 と時間の経過 とい う二つの面か らの組織的な

知識の共有 と利活用の不足がある と考 え られ る。6)

そ して、組織的な知識の共有や利活用が円滑に推進

できない本質的な原因は、情報技術を用いたツール

に依存 しす ぎたため、知識 を共有 し利活用す るため

の体制整備や現場で知識を取 り扱 う職員の能力の向

上を含 めた、組織的に知識 を共有 し利活用す るため

の方法論を確立できていない こと、 さらにはこ うし

た方法論に基づ く戦略的な業務の再構築ができてい

ない ことにあると考え られる。
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なお、著者 は知識を 「意思決定 を支援す るために

必要な知見、意思決定 の根拠 となる知見」 と定義 し

てい る。6)本 論文で論 じてい る知識は、情報 よりも

付加価値が高 く、意思決定の根拠になるノウハ ウや

知見を意味す る。

(2)研 究の 目的と概要

本研 究は組 織 的に知識 を共有 し利活 用す るた め

の方法論 を確立 し、それを国土交通省の国道事務所

に適用す ることにより行政サー ビスの質 と効率の向

上 を支援す ることを 目的 とした。

本研究では、高橋 ・奥谷(2003)7)で 報告 した情

報基盤研究室 における試験的な取 り組みの結果 に基

づ き、目標(ゴ ール)・推進体制 ・人材 の学習 と育成 ・

知識共有の場か らなる方法論 の仮説 を定めた。 国道

事務所 の業務 を対象 としてこの方法論の仮説を試験

的に適用 し、国道事務所 における知識の、共有 と利活

用及 びそれ による業務の再構築のための方策を提案

した。さらに、これ らの実証的な取 り組みに基づき、

本研究で定めた方法論の仮説 が内包す る課題につい

て考察 した。

なお業務 の再構築は、現行 の行政の仕組みをべー

スに実現可能な内容 とす ることを基本においた。

2.行 政 に期待 される知識の共有 と利活用

民間企業において知識(ナ レッジ)は 重要な経営

資源 であ り、それ を組織的に共有 し利活用すること

により新 しいサー ビスの開発や業務の改善に取 り組

む ことができるとい う認識が拡がってきている。6),

7)本研究の対象である国道事務所 が取 り扱 う必要が

ある知識 は多岐にわたる。 ここでは住 民や道路利用

者(以 下、住民等 とい う)と 行政 との関係の強化 ・

改善 を支援す るために重要 と考え られ る知識 を事例

に、国道事務所 が知識 を組織横断的に共有する必要

性 について論 じる。

(1)新 しい行政 マネジメン トの登場

国づ くり、地域づ くりにおいては行政の透 明性 の

向上、多様な主体の参加 と合意形成等 が求め られて

いる。 このよ うに行政活動に住民等が主体的に参加

す る とい う傾 向は先進諸国の社会で も広 く見受け ら

れ る。近年の行政改革 を進 める際の考 え方の一つ と

して、ニュー ・パブ リック ・マネ ジメン ト(NPM)

理論がある。

1970年 代以降の経済成長 の鈍化、相互に矛盾す る

多様な政策課題の出現等によ り公共部門が国民の信

頼 を失いつつあった とい う社会情勢を背景に、1980

年代か らOECD諸 国を中心 にNPM理 論に基づ く行

政改革が登場 してきた。宮川 ・山本(2002)8)や 大

住(2002)9)に よれば、NPM理 論 の基本原理の う

ち主要なものは、成果志 向、顧客志 向、市場機構の

活用、分権化 の四点 といえる。成果志向は、予算や

手続きを重視す る考 え方か ら業績評価等による国民

に対す るアカ ウンタビ リテ ィを重視す る考 え方への

変化である。顧客志向は、政府 と国民や住民 との関

係 を民間企業 と顧客の関係 と同様に見な し、行政サ

ー ビスの改善 に取 り組む とい う変化である
。市場機

構の導入は、公共部門に競争原理や民間企業におけ

る経営管理手法を導入す るとい う変化である。分権

化は、国と地方 との間の地方分権、公共 と民間との

間の規制緩和 とい う変化である。いずれの変化 も、

政府 のみによる一元的な統治か ら多様 な主体の協働

による統治へ と、社会 と政府 との関係や役割 を見直

す ものである。

以下では、住民等 と行政 との知識の共有に大 きく

関連す る、顧客志向及び多様な主体の協働 に着 目し

て論 を進 める。

(2)行 政における顧客志向と対応の困難性

顧 客 とのコ ミュニケー シ ョンの重視 や顧客 のニ
ーズの把握は

、公共部門 よりも民間部門において早

くか ら強 く意識 されてい る。民間部門は顧客 に対 し

て物品やサー ビス を提供 して対価 を獲得 し、利益 を

得る とい うことを基本的な業務 としてい るのだか ら

当然の ことである。例 えば ドラッカー(1954)10)

や伊丹(1984)11)は 、事業の成否は顧客が握 って

お り、企業は顧客のニーズの本質やそれを満たすた

めに提供で きるサー ビスの本質を考えなければな ら

ない とい うことを述べている。

本研究では、住 民あるいは顧客か ら受けた問い合

わせや苦情等の知識 を、組織 的に共有 し利活用 して

いる先進的な事例 を把握す るため、公共部門(三 重

県、札幌市)と 民間部門(キ ヤノン、東京電力、 ラ

イオ ン)に 対 して ヒア リング及 び文献12)～17)に よ

る調査 を実施 した。

まず民間部門においては、近年は大半の消費財が

概ね消費者 の間に行 き渡 り、消費者の購買動機づけ
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が多様化、個性化 してきたことから顧客志 向はます

ます強まってお り、カスタマー ・リレーシ ョンシッ

プ ・マネ ジメン ト等の手法 を用いて顧客の好みを適

切 に抽出 し、それに適 したサー ビスを迅速 に提供す

るこ とに取 り組んでい る。例 えば、 コールセ ンター

の対応履歴の活用、消費者ア ンケー トの実施、新製

品のニーズに関す る顧客への聞き取 り調査の実施 に

より、顧客 との良好 な関係 の構築 に努 め、顧客か ら

得 られ る様々な情報を顧 客サー ビスの改善や新製 品

の開発に活用 している。

また地方公共団体については、例 えば2003年4

月か ら札幌市が市民向けの コールセ ンターを立 ち上

げている。札幌市 は、市の行政 に関する一般的な問

い合 わせをコールセ ンターで受 け付 けることによ り

市民の利便性 を向上 させ、 さらにコールセ ンターで

受 け付 けた対応 の履歴 を全庁 の部局 にフィー ドバ ッ

クす ることによ り自らの業務 の改善に活用 してい る。

公共部門 と民間部門 とで共通す る部分 としては、

組織が より良いサービスを提供す るために有意義な

知識 を住民あるいは顧客が保 有 していること、その

知識 を組織的に共有 し利活用することにより住民 あ

るいは顧客の立場か ら自らの業務や行政サー ビスを

見直す ことができること等 が挙げ られる。

また、公共部 門と民間部 門 とで異なる部分 として

は、民間部門は経営効率を向上 させ るために適切 に

顧客を絞 り込むことがで きるが、公共部門では全て

の住 民を対象 としなければな らない。また、顧客に

とっての民間部門は、例 えば 自動車 を購入す る際に

は トヨタ、 日産、ホンダなど複数のメーカーか ら選

択す ることができるが、住民に とっての公共部門は

引っ越 しで もしない限 り他に選択肢 はない。選択肢

がない とい う観点か らは公共部 門には民間部門よ り

も強い顧客志 向が求 められ るが、一方で住民の利害

関係が多岐にわたる とい う観点か らは公共部門は民

間部 門ほ ど明確 に住民の意見に対応 した改革 を打ち

出しにくいといえる。

従 来の公共部 門は後者 の観 点か ら現状維 持志 向

が強 くな りがちであった。今後は、それ らの利害関

係 を調整 しつつ、個々の住民等のニーズを敏感に感

じ取 り行政サー ビスを改善 してい く必要がある。 こ

れ を実現するための手段 の一つ として、住民等 との

信頼関係 に基づ く協働 関係の実現を 目指す ことが考

えられ る。

(3)住 民等 との協働 と知識の共有

中部地方整備局 の 「未知普請」や三重県、札幌市

をは じめとして、多 くの地域づ くり、まちづ くりの

現場で住民等 との協働 とい う言葉が用い られてい る。

住民等 と行政 との協働 とい う概 念 は様 々な形 で

整理 され てい る。例 えば荒木(1990)18)や 世 古

(2001)19)は 、異なる主体間の協働 の要件 として、

相互に平等な立場に立つ こと、相互 に理解 し違い を

認 め合 うこと、共通の 目標 を設定す ること、助 け合

って課題の解決に取 り組む こと等を提案 している。

また、西山(1993)20)や 卯月(2001)21)は 、住

民参加 の程度 を住民等が保有す る権 限 ・権利 とい う

観点か ら分類 してお り、住民等が提案 ・対案 を提 出

できること、住民等がある程度 のレベルの意思決定

に関与することを協働権 としている。いずれの概念

においても、関係す る多様 な主体はサー ビスの受益

者であると同時に、サー ビスの供給者 である。受益

者 と供給者の双方 の立場 をよく理解することで、 よ

り実現可能 な内容で、行政サー ビスの改善 に取 り組

む ことが可能になると考 えられ る。

従来型 か ら協働 型へ と住 民参加 の質 が変化 して

い くと、住民個人、NPO、 住民団体、民間企業や行

政等の多様 な主体間における知識や情報の共有 が必

須であると考 え られ る。 また住民等 との コミュニケ

ーシ ョンによって得 られた知識 を行政内部 で組織的

に共有 し、適切に活用す る必要がある。その理由 と

しては、各主体間の協働 関係 は相互 の透 明性の確保 、

つま り知識や情報の公開 ・共有、を通 じた信頼関係

に基づ くものであるか らである。また住民等か ら得

られ た知識の中には、住民等が抱 える問題 の本質的

な原 因が潜在 している可能性が高 く、行政が住民等

との信頼関係を築 くためには、 これまで以上にそれ

らの原因を組織 内で共有 し、行政サー ビスの改善に

活用 してい く必要があるか らで ある。

住民等 と行政 とのコミュニケーシ ョンは、情報公

開制度 の導入や地域づ くりへの住民参加 の促進 によ

り徐々に改善されてきてい る。 しか し行政 内部 にお

ける知識や情報の共有については、組織的に十分な

対応がなされていない。特 に住民等の立場 からの利

便性 を向上するため、組織横断的に連携 しやすい体

制や業務の流れ を構築す ることが必要である。
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以上の点 を踏 まえ、3.で は、行政内部、特 に国

道事務所 内部にお ける知識の共有 と利活用の方法に

ついて検討 を加 える。

3.知 識の共有 と利活用 に関する基本 的な考え方

(1)国 道事務所における知識の共有 と利活用の意義

これ まで論 じてきた よ うに、国道事務所が住民等

への行政サー ビス を改善 してい くためには、従来に

もま して、顧客で ある住民等 との良好な関係 を構築

し、それか ら得 られた知識 を組織 内で共有、利活用

す る必要 があ る。そ のため著者 らは、野 中 ・竹 内

(1995)22)に よる組織的知識創造理論 をは じめと

して、組織的な知識の共有 と利活用 を円滑にするた

めの理論や事例 を研究 し、実践的な取 り組み を進 め

てきた。6),7)

これ らを総括 し、国道事務所 における知識 の共有

と利活用 による業務の再構築の概念 を図1に 示す。

図1の(i)～(iv)は 新 しい時代ニーズに応 じた業務

の再構築の取 り組みを示 してい るが、著者 らは これ

らの全てのプ ロセ スにおいて、蓄積 された知識 の共

有 と利活用 が必要不可欠 である と考えている。 なぜ

な ら、住民等か らの問い合わせや苦情の 中に、既存

の業務 の体制や進 め方 を改善 した り、新 しい施策や

行政サービスを創造 した りす るためのニーズやアイ

ディアが含まれている と考え られ るか らである。

(2)方 法論の仮説

高橋 ・奥谷(2003)7)に おいて報告 した方法論の

仮説 をはじめとす るこれ までの研究か ら得 られた知

見を反映 し、組織 的に知識 を共有 し利活用す るため

の方法論 として、「目標(ゴ ール)を 設定 し、推進体

図1.国 道事務所における知識の共有と利活用による業務の再構築の概念

制の設置 ・人材 の学習 と育成 ・知識 共有の場の構築

に組織的に取 り組み、各項 目をバランス良く改善 し

てい くことによって実現 され る」 とい う仮説 を提示

す る。以下にそれぞれの考 え方 を示す。

a)目 標(ゴ ール)

知識 の共有 と利活用 はそれ 自体が 目的なのでは

な く、組織が 目指すべ き目標を達成す るための手段

である。組織 の将来像や使命等 を目標 として設定 し、

構成員の間で共有す る必要がある。

目標は一般的す ぎても、限定的す ぎても良 くない。

組織 の規模や使命等か ら見て、個別業務 を改善する

ための方向性 を定めることができるよ うな 目標 を設

定す るべ きである。また 目標 は、少な くとも5年 は

変更す る必要がないものが望ま しい。 目標が短期間

で変化す ると組織や施策 の一貫性が取れない し、末

端 の構成員の混乱が深ま るためであ る。

b)推 進体制

知識は個人や組織に囲い込まれやすい。なぜな ら

ば個人や組織が保有 してい る知識 を他者 のために役

に立っ よ うに提供す るとい う行為は、特 に暗黙知の

レベル になる と、知識を提供す る側 の者 に非常に大

きな負荷 を課す ことになるか らである。 また、知識

が個人や組織の強 さの源泉 になるとい うことを皆が

よく知っているために、有益な知識 を他者 に提供 し

たが らない とい う傾 向もある。 この ような知識を組

織 的に共有 し利活用す ることに対す る抵抗を乗 り越

えてい くためには、知識の共有 と利活用 を業務の一

環 として位置づけることが必要である。

推進体制には、取 り組み全体 を推進するための体

制 と、個別 の改善方策を実現す るための体制がある。

どち らの体制 も、適切 に構築 し運営

す るこ とが重要である。それぞれの

体制を検討す る際には、以下の三項

目を明確にす ることが必要である。

第一に、組織の トップの リーダー

シ ップ と、中間層 の協力 である。

組織の トップ は、達成すべき組織

の 目標を示 し、それ を達成するため

に各構成員が保有す る知識 の共有 と

利活用が必要であるとい うことを強

調 し、重要 な知識の提供 を促す こと

が必要である。
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これ とともに、取 り組みの実効性 を上げるために

組 織 の 中間 層 を動 かす こ とが必 要 で あ る。 中根

(2002)23)に よれば、日本社会は リー ダーが権力

を発揮 しづ らい社会であ り、 リーダーが組織を変 え

ようとす る場合は幹部層 の協力を取 り付けることが

重要である。 また、実際の業務 の進 め方を見て も達

組織の中間層 が最新 の知識 を多 く保有 してお り、組

織 の中間層の主体的な参加が理想(経 営サイ ド)と

現実(現 場サイ ド)の両面を見 るために必要であ る。

第二に、知識の共有 と利活用を推進す る体制を構

築 し、継続的に運営 してい くことである。

知識 の共有 と利活 用は組 織 の本 来業務では ない

ので数名 の体制で十分であるが、組織 的に位置づけ

られた体制の もとで知識の共有 と利活用の取 り組み

を継続的に推進 してい くべきである。

第三に、各人が保有す る暗黙知 を形式知化 し、共

有す る とい う作業 を、通常の業務 プロセスの中に組

み込む ことである。

他者 に提供す るとい うだけの 目的のために、自ら

の業務の時間を割いて形式知化するのは相当の負担

である。 自らの暗黙知 を他者 のために形式知化 した

事例 として書籍があるが、著者には名誉や金銭 とい

う見返 りが存在す る。知識の提供に対する見返 りを

与 えない場合は、相互に知識 を提供 し合 うとい う体

制 を構築することよって、他者 に提供する代わ りに

自分に も提供 しても らうとい う相互依存の関係 を明

確 にすることが重要である。

c)人 材 の学習 と育成

知識 の共 有 と利活用 の取 り組み を組織 に定着 さ

せ るためには、実際にそれ を行 う人々が 自発的に知

識 を共有 し、業務の改善に取 り組む組織を形成す る

ことが必要である。そのために組織が個々の構成員

の 自律的な学習 を支援 し、研修等への参加の機会 を

確保す ることによ り構成員の能力の育成に努めるこ

とが必要である。

さらに、学習や育成 を組織 として推奨することに

より、構成員が 自律 的に新 しい行政サー ビスの提供

や改善 に挑戦す るこ とを良 しとす る組 織文化の醸

成 ・定着 に取 り組むべ きである。

d)知 識共有の場

知識の共有 と利活用を行 うためには、対面式で行

う方法、情報技術 を利用する方法があるが、いずれ

の方法であって も知識 を共有 し利活用す るための場

「知識共有の場」を設置 し、運営す ることが必要で

ある。知識共有の場には、例 えば対面に よる方法で

あれば国道事務所 内の工程調整の会議、情報技術 を

利用する方法であればイン トラネ ッ トを利用 した電

子掲示板がある。

知識 は人 の頭 の 中や手 の感 覚等 に属す る暗黙知

の部分が大きいため、構成員 が対面 して時間や経験

を共有す る場 を持つ ことが望ま しい。 しか し、対面

の場は時間や空間の制約 を受ける。 この制約を外す

ために近年急速に発達 してきた情報技術を用い、電

子掲示板等を利用 した場 を活用す ることも効果 的で

ある。情報技術 を利用す る場合 は、組織の構成員 の

情報 リテラシー を考慮 し、利用で きる レベルの情報

ツールを利用 目的に合わせて選定することが必要で

ある。

実際に場 を設置する際は、これ らの場 を業務や知

識 の特性 に合わせて組み合 わせ 、組織的な知識 の共

有 と利活用 を進 めるこ とになる。

e)ま とめ

目標(ゴ ール)・ 推進 体制 ・人材 の学習 と育成 ・

知識共有の場の関係 を図2に 示す。 目標が頂点にあ

って、その達成 を残 りの三項 目が支 える とい う構造

である。 目標が明確 に定ま らない と、他の三項 目は

改善の方向性を見失いバ ラバ ラになって しま うし、

三項 目の一つでも欠けると、 目標の達成 を安定的に

支 えることができない。 このよ うに方法論の仮説 の

四つの項 目は相互 に補完する関係 にあ り、 これ らを

バ ランス良 く改善す るこ とが必要である。例 えば知

識 を共有す るために高度な情報技術 を用いたツール

図2.相 互に補完する四項 目
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を導入 して も、職員が利用できなければ意味がない。

知識の共有 を実現するためにはツール の導入 だけで

は不十分で、なぜ知識 を共有す る必要があるのか と

い う職員の意識付 け、知識共有を組織的に支援す る

推進体制の設置 、ツール を使い こなせるよ うな職員

のスキルア ップ等 に統合的に取 り組む必要がある。

4.国 道事務所における実践 的な取 り組み

(1)知 識の流通プ ロセスのモデル

国道事務所 は、住民等 か ら受 ける問い合 わせや苦

情、受注者 か ら受 け取 る図面や現場 の情報、職員各

自が保有す るノウハ ウや技術等の様 々な知識を組織

的に流通 させて、 日常の業務を遂行 している。住民

等 と国道事務所 との間にお ける知識 の流通プロセス

をSECIモ デル6),22),注)を 用いて模式的に表現 し

たものが図3で ある。

図3.住 民等と国道事務所との間の知識の流通プロセスのモデル

知識 には国道事務所内部 における流れ と、住民等

と国道事務所 との問の流れがある。 国道事務所 が住

民等か ら受けた問い合わせや苦情への対応 を事例 に

用いて、組織 的な知識の流通 による行政サービスの

改善プ ロセスをSECIモ デルに基づいて説 明する。

共 同化①:住 民のニーズ等の暗黙知 を、問い合わ

せ、苦情、会合や電話等を通 じて住民等 と

職員 との間で共有す る。

表 出化:住 民等 と共有 した暗黙知 と国道事務所が

既 に保有 してい る暗黙知を組み合わせ、住

民等 と共有 した暗黙知の本質的な意味を理

解 し、形式知化 した上で住民等へ適切に対

応す る。

連結化:形 式知化 した住 民等への対応 を、国道事

務所内で体系的に集約 し、共有す る。

内面化:共 有 した形式知を他部門の職員が暗黙知

として 自分の中に取 り込み、 自らが担 当す

る行政サー ビスを改善する。

共同化②:内 面化 した暗黙知を他の職員 と共有 し、

事務所全体の行政サー ビスの改善 とい う新

たな価値 を創造す る.さ らにこの暗黙知は、

別 の機会 に住民のニーズ等を住民等 と職員

の間で共有するために活用 される。

この ように知識 は、図3の モデルに したがって組

織 内を循環 しなが ら高度化 してい くと考 えられる。

なお、受注者や他 の行政機関か ら受 け取った知識

については、知識の内容や量は異な るものの、知識

の流れ とい う意味では住民等か ら受けた知識 と同様

に扱 うことができる。

また、知識が住民等の間を流れ るプ ロセス(点 線

側)も それ が組織であれば国道事務所の内部 と同様

であろ うと想像す るが、本研究では対象外 とす る。

(2)取 り組みの具体事例

本研究で構築 した方法論の仮説を、ある一つの国

道事務所の実業務 を事例 として適用 し、「行政サー ビ

スの質 と効率の向上」、「慣例や組織文化 の変革」、「住

民や道路利用者 との対話 と協働によるみ ちづ く りの

実践」を 目的 とした業務 の改善を検討 した。業務 の

改善は 自律的でない と効果 を得 られに くいので、具

体的な改善方策 は国道事務所が 自ら検討するよ うに

した。著者 らは、取 り組み全体の進行、課題 の分析

を通 じて、国道事務所 を支援 した。また、方法論 の

仮説 を国道事務所 に適用する際には、職員の考 えや

国道事務所 の組織文化 に適合す るよ うに方法論の仮

説を補足 した。実践にあたって補完 した点、留意 し

た点を以下に説 明す る。

a)検 討 の場の立ち上 げ

最初 の関門が現状 の課題 を把 握 し改善 方策 を検

討するための場の立ち上 げ(方 法論の仮説でい う「推

進体制」)で あった。本事例では、組織 の トップであ

る事務所長が取 り組みの旗振 り役 を行い、その下に

国道事務所の課長級 の職員 を中心的な構成員 とす る

事務局 と、係長級の職員を中心的な構成員 とす る検

注)SECIモ デ ル とは、野 中郁 次郎氏が提 唱 した 、

組織 におい て知 識が創造 され るプ ロセ スのモデル

である。プ ロセ スは共 同化(SocializatioN)、 表 出化

(Extemahzation)、 連 結化(Combination)、 内面化

(Internahzation)と い う4つ の段 階 か ら構成 され

てお り、各段階 の頭文字 を取 ってSECIモ デ ル と

呼ばれ てい る。
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討会を設置 した。検討会 には国道事務所 のすべての

課(出 張所含む)の 代表者が参加 した。事務局 は検

討会で議論す る内容の提案等の役割 を担 い、検討会

はよ り現場 に近い立場か ら現状の課題や実現可能な

改善方策の検討等の役割 を担 うこととした。検討の

場の進行役 は両方 とも副所長 とし達検討 した結果 を

確実に実行す ることを担保 した。

検討の場では、外部環境や内部環境の変化や現状

の課題 を共有 し、構成員 一人ひ とりが現状 に対す る

危機感 を持つ ことが求め られる。真 の現状の課題 を

洗い出すために、構成員が相互 に本音で問題意識 を

さらけ出 し、討論 をす ることが必要であ る。そのた

めに検討の場 における発言の責任 を問わない ことと

し、構成員が各々の問題意識 を 自由に議論 した。

b)業 務の変革 に向けた職員の動機付け

現状の業務 の変革 は、現状維持志向が強い組織で

は軋礫 を生みやすい。本事例では業務の変革に向け

た職員の動機付 けのため、業務 を変革す る際の留意

点(表1)を 、前述 の検討会の初期に紹介 した。

この動機付けは、ある意味では方法論の仮説にお け

る 「人材の学習 と育成」に相当す る。

表1.業 務の変革に取り組む際の留意点

① 目的意識を明確にすること

②潜在している本質的な原因を把握すること

③業務の改善に自律的に取り組むこと

④過去の失敗を繰返さないこと

⑤失敗を恐れないこと

⑥必要な施策に着実に取り組むこと

⑦取り組みが持続される仕組みを考えること

表1に おける7項 目は、三重県、札幌市、キヤ ノ

ン、東京電力、 ライオンを対象 とした ヒア リングと

文献13)～17)調 査結果か ら著者 らが整理 したもので

ある。検討会では、以下に示す よ うに各項 目に対す

る説明を行 った。

① 目的意識 を明確にす ること

組織の将来像や 目標等に基づ く目的意識 を明確 に

して、個別の改善方策 に取 り組むべきである。 その

ためには、各課が抱 える課題や知識を共有 し、組織

横 断的な 目標設定 を行 う必要がある。

②潜在 してい る本質的な原 因を把握すること

常に自らの業務 を見直 し、顕在化 してい る現状 の

課題 の中に潜在 している、 より本質的な原因の把 握

に努めるべきである。例 えば住民説明の場面で、十

分に説 明しているつ もりで も、住民か らの信頼感が

ゆらいでいると感 じているとす る。このよ うな場合、

説明用資料 を工夫す るのみではな く、住民 に対 して

慎重 な対応 をとりす ぎていないか、相手 の立場 に立

ってい るか等の、潜在 している本質的な課題 を把握

す るよ う努 める必要がある。

③業務の改善に 自律的に取 り組む こと

既存 の業務をルールに従って実行す るこ とは重要

なことであるが、それだけでは社会環境 の変化 に対

応 しきれない危 険性が高い。社会環境の変化を敏感

に感 じ取 り、 自律的に業務の改善に取 り組むべ きで

ある。例えば、職員一人ひ とりが現状の課題やその

原因を じっ くりと考え、業務改善のアイデ ィアを提

案することを奨励す ることも必要である。

④過去 の失敗を繰返 さない こと

業務改善 は昔か ら多 くの組織で繰返 し検討 されて

きたが、一方で数々の失敗例 を生んでいる。例えば、

・新 しい業務プ ロセスを導入 した政策的背景や必要

性が理解 されない、引き継 がれない

・組織的に対応すべ きことを個人の責任 に押 しつ け

ている

・古い業務プ ロセス と新 しい業務 プロセスが並存 し、

業務 が二度手間になる

な どがある。具体的な改善方策の検討にあたっては、

過去の失敗 を繰返 さない ように工夫す るべきである。

⑤失敗 を恐れ ない こと

本質的な理 由や原因の改善方策には多数の代替案

が存在 しうる。一つの改善方策 で うま くいかなけれ

ば他の改善方策 を検討す るとい うよ うに、 うま くい

かない こともあ り得る とい うつ もりで柔軟に取 り組

むべ きである。

⑥必要な施策に着実に取 り組む こと

施策の対象範 囲が広 ければ効果は大きいが、抵抗

も大きい。小 さな成功体験の積み重ねが長い 目で見

ると業務の改善に有効 とい う面 もあるので、改善す

べ きことの改善に着実に取 り組むべ きである。

⑦取 り組みが持続 され る仕組み を考えること

変革 の効果 を得 るためには、ある程度継続 して取

り組む ことが必要である。例えば、住民等 からの苦

情 を組織的に共有 して も、次に類似 の苦情 を受ける

まではメ リッ トを得 られない。知識 の共有を継続 的

に可能 とす るために、知識 を共有す ることの必要性
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に対す る個 々人の理解 の定着や知識共有 を促す仕組

み作 りに取 り組 むことが必要である。

c)現 状の課題の本質的な原因の抽出

検討会では、方法論 の仮説でい う 「目標(ゴ ール)」

の設定のため、国道事務所 の将来像を検討 の初期 に

議論 した。検討 においては、事務所が抱 える現状 の

課題 を広 く議論す る中で、事務所 の将来像を徐々に

絞 り込む とい う手順を踏んだ。最終的には、「地域の

人々か ら信頼 され る事務所 を 目指す」、そ のために

「利用 しやすい道路の整備」 と 「地域の人 々とのコ

ミュニケーシ ョンの充実」 を目指す とい う将来像 を

決定 した。

現状の課題 の検討 では、まず、職員 に対す るアン

ケー ト調査 とそれに基づ く意見交換を通 じ、国道事

務所 が抱える現状の課題 を幅広 く収集 した。しか し、

この段階で得 られた表面的な個別 の課題 に対 して個

別に対応策 を定めるとい う進 め方では、例 えば情報

共有のためにツールを導入 しても期待 したほど利用

されない とい う過去の失敗 を繰 り返す ことが懸念 さ

れた。そのため表1の ② に沿って、顕在化 している

現状の課題の中に潜在 してい る、よ り本質的な原 因

を把握 してか ら、個別の改善方策 を検討す ることと

図4.現 状の課題と本質的な原因の深耕のイメージ

した。

本質的な原因を抽出す るために、図4の イメージ

で各構成員の意 見を整理 した。現状の課題(A)を

出発点 として、その原因(Aa)、 その原因(Aaa)、 … 、

その原 因(Aaaaa)と い うよ うに原因を繰返 し問い

かける構成である。改善方策 を検討す る際には、右

端の原 因(Aaaaa、Aaaba等)を 改善すれば、左端

の現状の課題(A)を 改善できるとい うことである。

例 えば、行政へ の信頼感 がゆらいでいるのではない

か とい う課題を題材 として、その本質的 な原因 を深

耕 した ものを図5に 示す。

このよ うな整理 により、各構成員 は現状の課題 と

原因の全体像やその中における自らの考えの位置づ

けを明示的に把握す ることが可能 とな り、個別課題

に深入 りせず に、 より本質的な原因について議論 を

図5.表 面的な課題から本質的な原因を深耕する過程の例
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す ることがで きた と考 え られ る。

なお、行政サービスの改善をさらに効果的なもの

にするためには、住民等に対する意識調査を実施 し、

検討 の場での議論 に取 り込む必要があると考え られ

るが、本事例ではそ こまでは検討 されていない。

d)改 善の方向性 の設定 と体系化

明確化 した本質的な原因に基づ き、それ を改善す

るための方向性 を議論 した。その結果、本研究で対

象 とした国道事務所では、住民等 との信頼 関係 の構

築、知識 を共有 し利活用す る場の整備、職員の学習

と育成の三つが改善の方向性 とされ た。期せず して

後者の二つは、方法論 の仮説の 「知識共有の場」、「人

材 の学習 と育成」に一致 した。

「住民等 との信頼 関係 の構築」 とは、住民等の提

案をできるだけ施策に反映 させ ること等 によ り住民

等 と国道事務所 との協働 関係 を構築 し、また住民等

が必要 と感 じている情報を的確 かつ タイ ムリーに提

供す ることと整理 された。

「知識 を共有 し利活用す る場の整備 」 とは、知識

を共有 し利活用す るとい う観点か ら既存 の業務の流

れや体制を見直 し、知識 を共有すべ きであるとい う

職員意識の醸成に取 り組む こと、また、国道事務所

が保有す る知識 を共有 しやす くす る場(対 面の場、

情報技術 を用いた場)を 形成 し、実務の中で知識 を

共有 し利活用 しやすい環境 を整備す ることと整理 さ

れた。

「職員 の学習 と育成」 とは、住民等 と国道事務所

図6.知 識の環の形成による行政サービスの改善

との対話 と協働、知識の共有 と利活用の推進等の行

政サー ビスの価値 を高 める新 しい施策や考え方に積

極的に取 り組 むこ と、また、そのために必要な 自律

的な学習や研修への挑戦 を良 しとす る組織文化を形

成す ることと整理 された。

三つの改善の方 向性 を体系化 した ものが図6で あ

る。図6は 、図3に 示 した知識の流通 プロセスのモ

デル を念頭 において作成 されてお り、検討の場で改

善の方 向性 を分か りやす く可視化す るために使用 さ

れた。従来、住 民等 と行政 との信頼関係 の構築 と行

政内部 における知識や情報の共有化は別 々の課題 と

して議論 され ることが多かった。図6は 国道事務所

の外部 と内部の知識の流れ をつなぎ、住 民等 と国道

事務所 とを貫 く一連の知識の流れ、「知識の環」を用

いて体系化 した ところに特徴がある。

住民 等か らの苦情や 協議 への対応 を例 に取 って

図6を 説明す ると、まず住民等の苦情や 協議は、国

道事務所の窓 口となる課室へ寄せ られ る。窓 口とな

った課室は これ を関係す る課室に照会 し過去の経緯

を把握す る。 国道事務所内で対応方策 を検討 し、窓

口となった課室 を通 じて対応 を住民等へ返す とい う

業務の流れになる。業務の遂行に必要な知識 は業務

に付随 して組織 内を流通 してい くので、知識の流通

の円滑化によ り行政サー ビスを改善することができ

ると考 えられ る。

e)個 別 の改善方策への取 り組み状況

三つ の改善の方 向性 を踏まえ、国道事務所 では個

別業務の改善方策 に取 り組むこ とを

決定 した。個別の改善方策には、図

2に 示 された方法論 の仮説にお ける

項 目(目 標(ゴ ール)を 除く。)が バ

ランス良 く取 り込まれた。

改善方策への取 り組み状況につい

て、平成16年8月 に当該の国道事

務所 に対 して ヒア リングを実施 した。

そ こで得 られた最新 の取 り組み状況

は以下の とお りである。

■広 報担 当チー ムの設置(推 進体

制 ・知識共有の場)

国道事務所 内で部署横断的な広報

担当チームを設置。

パ ンフレッ トの作成、所内報の作

成、イベ ン トや記者発表 に関連す る
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情報の共有等 に活躍。

■ポー タルサイ トの開設(知 識共有の場)

スケジュール、お知 らせ の掲載、電子会議室の

機能 とともに、既存 のシステ ムとも連携 し、ポー

タル化 したサイ トを導入。

スケジュール調整 のス ピー ドア ップに貢献。

■国道事務所 内の工程調整の場づ くり(推 進体制 ・

知識共有の場)

工務担当が月例会を開催 し、いつまでに、誰が、

何 をす る、 とい うことを簡単な様式で共有。

他課 の業務 の進捗状況 や外部へ の対応 状況等

を共有化。

■国道事務所 と出張所 との意見交換の場づ くり(推

進体制 ・知識共有の場)

現地調査の情報伝達不足(調 査担当→出張所)、

必要 な対策工法 の引き継 ぎもれ(調 査担 当→工務

担当)な どがあ り、意見交換 の場 を設置。

■スキルア ップ委員会の設置(人 材 の学習 と育成)

受講 したい研修 の希望調査の実施。

資格取得等 を目指す勉強会の開催。

ここまでの取 り組み によ り、 目標(ゴ ール)・ 推

進体制 ・人材の学習 と育成 ・知識共有の場 とい う方

法論 の仮説で示 した四項 目が、バランスよく改善 さ

れ始めていると考 える。

(3)方 法論の仮説 における課題

国道事務所で検討 を進 める過程で、現在 の方法論

の仮説を補足すべき事項 が明らかになった。

a)「 推進体制」の責任者の役割の明確化 と育成

これまで論 じて きたよ うに、知識の共有 と利活用

はそれ 自体が 目的ではなく、それにより日常の業務

を改善 し、よ り良い行政サー ビスを提供す ることを

目的 とす る。つま り業務 を改善する計画を策定 して

終わ りではなく、 目標(ゴ ール)を 達成す るために

改善計画 を持続的に実行 し、必要に応 じて改善計画

を柔軟に見直 してい くことが重要である。

そのためには組織全体の運営を担 う幹部が、方法

論の仮説でい う 「推進体制」 の責任者 とな り、組織

が全体最適 となるよ うに知識 の共有 と利活用による

業務の改善を推進す るこ とが必要である。 この場合

の責任者の役割 には、事務所全体の業務 の流れ を把

握す ること、現状 の問題 を分析 ・顕在化す ること、

業務の改善方策や人員 ・予算の再配置 を提案 し執行

すること、 これ らによ り職員の意識改革を促す こと

な どが ある と考 え られ る。 また、知識 を共有す るツ

ール として情報技術を使い こなせるとなお良い。 こ

のよ うな責任者 に必要 とされ る能力や経験 の体系化

や人材の育成方法を検討す る必要がある。

b)住 民等 との良好な関係の構築方法

住 民等 と国道事務所 とのコ ミュニケー シ ョンは、

住民等 と国道事務所にまたがって存在す る知識の共

同化(図3の 共同化①)に よって説明す ることがで

きる。つま り、住民等が潜在的 に抱 えているニーズ

とい う暗黙知 を、住民等 と国道事務所 とが経験や時

間を共有す ることによって顕在化 させ、両者が共有

す るとい うことである。仮に住民等か ら寄せ られた

要望が文書化 されていた として も同様で、文書の背

景にある文脈や地域 の事情 を良 く理解 しない と適切

には理解 できない。

国道事務所 が良好 な関係 を構築 すべ き対象 は住

民等、地方公共団体、NPO、 民間企業等多岐にわた

っている。 これ らの主体 と国道事務所 とでは、存在

の意義 、 目指すべき 目標、地域社会 における役割が

異 なる。また、国道事務所が行政活動 に取 り入れ る

べき知識 は住民等の問い合わせや苦情等をは じめ、

地域の歴史や文化等の地域が長期 にわたって培って

きた知識 、い うな らば地域 の暗黙知である。異なる

背景 を持っ者が幅広い暗黙知 を共有す るとい うこと

は容易な ことではない。

住民等 との良好 な関係の構築方法は地域 ごと、プ

ロジェク トごとに多様な手法があ り得 るので、それ

らを試行錯誤 し、地域の多様 な主体間で地域の暗黙

知 を共有す るための方法論や、国道事務所 が果たす

べき役割 について検討す る必要がある。

c)検 討会 の効果的な運営方法

今 回の取 り組みでは一貫 して、国道事務所 の職員

の主体的な取 り組みでなけれ ば国道事務所の業務改

善は不可能であると考えた。検討経過 を振 り返 ると、

検討会を立ち上げる時点では、事務所の職員が主体

的に検討会を運営す るとい う体制 を構築す ることが

できた。 しか し、検討会の資料 を作成 し、検討会 の

構成員 と議論を しなが ら検討を進 めてい くとい う段

階では、事務局 の国道事務所側 の構成員が 自律的に

改善の方向性や改善方策 を提案する とい うレベルに

までは至 らなかった。その原因 としては、事務局 と

検討会 の役割分担が明確ではなかった こと、事務局

の人数 が多 く頻繁 に濃密 な議論 をできなかったこと

が考 えられ る。他の国道事務所等へ と取 り組みを拡
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大 してい く際には、事務局 と検討会 の役割分担 をさ

らに明確に し、事務局の人数 を絞 り込むことによ り、

事務局の国道事務所側の構成員が より主体的に改善

方策等を提案で きるよ うな工夫 をす る必要がある。

d)問 題意識 を持つ ことを促す仕掛 け

組織のマネ ジメン ト改革につ いて議論 をす ると、

最終的には職員の意識改革がカギになるのではない

か とい う指摘 をよく受ける。意識改革には、問題意

識 を持 っていない者 に問題意識 を持 たせ るとい う意

識改革 と、問題意識 を持 っているが どうした らよい

か分か らない者 に変革の方向を示す とい う意識改革

がある。後者 の意識改革 は取 り組みを進 める過程で

変革の方 向性 を示せれば解決に向か うと考えられ る

が、前者の意識改革は容易ではない。本研究を進 め

る過程 でも検討の場の設置までたどり着けなかった

事例がある。職員が 日常的に問題意識 を持つ ことを

促す仕掛 けについて検討す る必要がある。

5.ま とめ

本研 究では、まず、世界的に広まる行政の顧 客志

向や多様 な主体の協働 に見 られる、住民等 と行政 と

の良好な関係の構築のため、行政組織 内での知識 の

共有 と利活用が必要不可欠 であることを明 らかに し

た。次に、組織 的な知識の共有 と利活用が遅れてい

る行政組織 の業務 を再構築す るための方法論 として、

「目標(ゴ ール)を 設定 し、推進体制の設置 ・人材

の学習 と育成 ・知識共有の場の構築に組織的に取 り

組み、各項 目をバ ランス良く改善 してい くこと」 と

い う仮説を構築 した。 そこで国道事務所 を事例 とし

て、方法論 の仮説 に沿った形 で業務の再構築に取 り

組んだ ところ、改善の方 向性 に基づ く個別の改善方

策が進 められ、仮説の妥当性 が検証 された。

今後の課題 は、本研究で提示 した方法論の仮説の

有効性 と汎用性 を高めていくことである。そのため

業務の再構築を推進す る責任者 の役割の明確化 と育

成、住民等 との良好 な関係の構築、検討会の効果的

な運営、問題意識 を持つことを促す仕掛けについて、

研究 を深 めたい。また、本研究で対象 とした国道事

務所以外 の国道事務所や地方整備局を含む複数の国

道事務所 を対象 に して、方法論の仮説 の実証 に取 り

組みたい。ただ し、本研究で構築 した方法論の仮説

を他 の国道事務所等へ と適用 を拡大する際には、各

組織の構成員の考 えや組織文化に適合す るよ うに、

検討 の進め方や体制づ くりを調整す る必要がある。
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A Study for the methodology of effective knowledge management 

at local offices of MLIT 

by Yusuke TAKA.H.A.SHI, Katsumi UESAKA, Tadashi OKUTANI 

Current society has a wide-range of issues such as the new objectives of public sectors , various persons' 
values, etc. Public sectors need to manage much information and knowledge for improving public services 

they provide. It is considered that the causalities for lack of knowledge sharing at public sectors are too much 

dependent on IT tools, no methodology to optimize business process totally and no strategic approach toward 

business re-structuring based on the methodology. So, IT division of NILIM has formulated the hypothesis for 

the methodology of knowledge management and has started to implement business process re-engineering. 

The hypothesis is composed of the following four principles, namely 1) goals to attain, 2) organizations 

for implementation, 3) entrepreneurship of people to challenge new activities and 4) spaces for knowledge 

sharing such as holding committees and meetings and using the intranet . Then, the hypothesis is applied to a 

local office to improve its business process on trial. According to this study, it is considered that the 
hypothesis is effective in general, for example workers shared the current problems about their organization 

and business process. 

The next step of this study will be the application of this methodology to other local offices of MLIT and 

to improve the hypothesis for a wider use.
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